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電柱の損壊事故における二次被害対策について

 令和元年台風15号による電柱の損壊事故については、原因の大半が倒木や飛来物等
による二次被害であったことを踏まえ、二次被害対策を強力に推し進めていく必要。

 各電力会社における取組を強化するために、二次被害対策に関する各社の取組事例を
水平展開し、着実に実施していくことが重要であり、本WGにおいても各社の取組をフォ
ローアップを行っていく（資料３）。

 政府検証チームや電力レジリエンスWGにおいても、二次被害対策について検討が行われ
ており、経産省本省に加え地方支部局（経済産業局・産業保安監督部）や関係省庁
とも連携して取り組んでいく。
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（倒木対策）

●樹木の事前伐採の促進のため、一般送配電事業者と自治体との連携協定の締結支援（事例集等の
共有、各産業保安監督部による調整）を行う。

●森林整備等の他省庁（林野庁等）の取組との連携を検討。

●災害時の倒木処理について、電気事業法の解釈等、運用制度を見直すことで迅速な倒木処理を進める。

（飛来物対策）

●電力会社、地方自治体、JA等のHP・SNS・チラシ等による広報活動の促進（各監督部も広報に協
力。）。

＜二次被害対策に対する政府の取組＞



産業保安監督部の取組事例

関東監督部

 管区の1都８県に対し、協定締結に係る依頼を実施。

 関東監督部、関東経産局、電力会社が構成員の「災害対策に係る情報連絡会」を設
置し、二次被害対策の取組を関係者間で共有し、連携した取組を行う予定。

四国支部  管区の４県に対して、協定締結及び協力体制の一層の強化について要請。

那覇監督事務所
 県に対して、各市町村へ「事前倒木伐採」等に係る協定締結を促す文書発送を依頼。

 今後、本文書に基づき監督部から協定締結に向けた支援を実施予定。

電力会社の取組事例

東京電力ＰＧ
 本年2月に千葉市と災害時の連携に関する協定を締結。停電復旧作業や道路啓開、
電源車配備等に関する項目を含む、3つの覚書を締結。

 本年3月19日時点で９都県と協議を開始。
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倒木対策（①一般送配電事業者と自治体との連携協定の締結支援）

 令和元年の一連の台風による被害を受け、電力会社と自治体間の連携協定の締結が
進みはじめている（台風襲来期までに全都道府県へ電力会社との連携に向け協議中）。

 経産省においても、連携協定の事例紹介や協定を活用した林野庁の森林整備に係る予
算事業等について、自治体関係者への説明会の開催などで周知。

 産業保安監督部でも、電力会社、自治体間の連携協定の締結を支援。
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 産業保安監督部においても、電力会社ー自治体ー監督部の担当者が会する実務者会
議において、対策事例の紹介や電気主任技術者・電気工事士等に対する周知を実施。

飛来物対策①（広報活動の促進）

産業保安監督部の取組事例

関東監督部

 PRチラシを監督部独自で作成。

 今後、関連セミナーや講演会での配布、ツィッタｰ等の広報ツー
ルで紹介する予定。

四国支部
 ８月の電気使用安全月間街頭キャンペーン実施時に電力会社
等との共催で街頭で飛来物対策のチラシを配布予定。

那覇監督
事務所

 電力会社・自治体・監督部等の関係者を集めた実務者会議を
昨年11月に開催。

 台風への事前対応に向けた対策や課題を抽出し、関係者へ周
知徹底を行った。

関東監督部作成の飛来物対策チラシ

昨年の街頭キャンペーンの様子（四国支部）
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 林野庁において「重要インフラ施設周辺森林整備」を新設（公的主体、森林所有者、重
要インフラ施設管理者の三者が協定を締結した上で森林整備を実施）。

 各電力会社も、予算活用に向けた取組に向けて自治体へアプローチを行う予定。

各省庁の取組①（林野庁）

（出所）林野庁資料




